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 情報化施工は建設施工において情報通信技術（ＩＣＴ）の活用により高効率・高精度を実現

するものである。国土交通省では建設施工の品質向上、コスト縮減等を目的として、情報化施

工の普及推進に取り組んでいる。取り組みの一環として平成25年度から実用段階技術の一般化、

早期実用化に向けて試験施工を通して課題等を検証している。本報告は情報化施工推進普及を

目的とし、各施工現場にて情報化施工技術を導入するための手引きとなる事例集作成の報告で

ある。 
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１．はじめに 

情報化施工は、技術的に既に実用段階にあり、道路土

工・河川土工を中心とした試行により、施工の品質向

上・省力化が確認されている。国土交通省では、トータ

ルステーションによる出来形管理技術(以下、「TS出来

形管理」という。)及びマシンコントロール(モータグレ

ーダ）技術（以下、「MC(モータグレーダ）」とい

う。）を平成25年度に一般化する情報化施工技術、

TS/GNSSによる締固め管理技術(以下、「締固め管理」と

いう。)、マシンコントロール/マシンガイダンス（ブル

ドーザ）技術(以下、「MC/MG(ブルドーザ)」という。)、

マシンガイダンス(バックホウ）技術(以下、「MG(バッ

クホウ)」という。)を早期実用化に向けて検討を進める

情報化施工技術として位置づけ1)(図-1,図-2)、公共事業

において積極的に一般化・実用化を推進していくものと

している。 

本報告は情報化施工技術の普及推進、施工現場への導

入支援を目的に、現状の課題把握を行い、発注者や施工

者の情報化施工の手引きとなる事例集作成の報告である。 

 

  

 

図-2 情報化施工技術概要 

 

２．概要 

 

（1）情報化施工普及推進に向けての課題把握及びとり

まとめ 

発注者、施工者が情報化施工を導入する際の課題の把図-1 情報化施工推進計画 

情報化施工技術 H20年度～ H25年度 H26年度以降

①マシンコントロ

ール技術

モータグレーダ 試験施工 一般化

ブルドーザ
試験施工

早期実用化

②マシンガイダン

ス技術

ブルドーザ・バッ

クホウ

試験施工

早期実用化

③ TSによる出来形管理技術 試験施工 一般化

④ TS・GNSSによる締固め管理技術
試験施工

早期実用化

情報化施工技術 H20年度～ H25年度 H26年度以降

①マシンコントロ

ール技術

モータグレーダ 試験施工 一般化

ブルドーザ
試験施工

早期実用化

②マシンガイダン

ス技術

ブルドーザ・バッ

クホウ

試験施工

早期実用化

③ TSによる出来形管理技術 試験施工 一般化

④ TS・GNSSによる締固め管理技術
試験施工

早期実用化

TSによる出来形管理技術

三次元設計データを搭載できるTS
を用いて出来形計測を行い、計測
結果を基に自動的に出来形管理
帳票の作成を行うシステム

マシンコントロール技術（MC）

ブルドーザやモータグレーダの進行
方向・位置と排土板の傾き・標高を計
測し、排土板を目標値に自動制御す
るシステム

TS・GNSSによる締固め管理技術

締固め機械の走行軌跡を計測し、施工
範囲内の管理ブロック（メッシュ）上の
走行回数をリアルタイムにオペレータ
画面に表示・記録するシステム

マシンガイダンス技術（MG）

設計データ

切出位置

丁張り不用

設計データ

切出位置

丁張り不用

作業装置の位置を計測し、施工目標
高さに対する施工後の高さの差分をリ
アルタイムでオペレータに提供するシ
ステム
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握及びとりまとめを行った。課題の把握及びとりまとめ

は、施工者の企業規模や機器等の調達状況等を勘案して

とりまとめることとした。特に平成25年度からの一般化

に伴い、導入が多く見込まれるTS出来形管理に関する課

題を中心に把握することとした。 

（2）情報化施工普及推進の事例集の作成 

（1）にてとりまとめた課題を踏まえ、発注者・施工

者が情報化施工を円滑に導入するための手引きとなる事

例集を作成した。作成した事例集は以下のとおりである。 

事例集①：TS出来形管理 

事例集②：締固め管理 

事例集③：MC/MG 

作業フローを図-3に示す。 

2．課題のとりまとめ及び対策検討

1．情報化施工の普及推進に向けての課題把握
1）情報化施工に関する規程集の整備状況の整理

2）情報化施工普及推進に向けた課題把握

1）課題のとりまとめ及び対応策検討

事例集にて解決可能な課題 その他課題

3．情報化施工普及推進の事例集の作成

1）事例集作成

2）事例集の修正

今後の検討事
項として整備

現場意見を
フィードバック

反映

 
図-3 作業フロー 

 

３．情報化施工普及推進に向けての課題把握 

 

（1）課題・問題点の把握及び検討の背景、検討の流れ 

国土交通省では情報化施工の普及に取り組むべく、平

成20年2月に産学官による「情報化施工推進会議」を設

置し、その検討結果に基づき、同年7月に「情報化施工

推進戦略」2)を策定した。具体的には、情報化施工を標

準的な施工・施工管理方法とするため、全国的に実施し

ている試験施工を通して、効果検証・課題検討等による

「施工管理要領・監督検査要領等の規程集の新規策定・

見直し」や研修会等による「発注者・施工者の人材育

成」を実施している。平成23年1月には、効果が期待で

きる情報化施工技術の一般化・実用化の方針を決定し、

平成25年に一般化する技術として「TS出来形管理」及び

「MC（モータグレーダ）」、早期実用化に向けて検討を

進める技術として「締固め管理」、「MC/MG（ブルドー

ザ）」、「MG（バックホウ）」を指定、重点的に普及推

進に取り組んでいる。 

近畿地方整備局では、平成22年3月に設置した情報化

施工推進WGにより発注者・施工者向けのセミナーを実施

し、情報化施工の普及に積極的に取り組んでいる。 

平成25年から一般化、早期実用化を円滑に進めていく

ためには、主に情報化施工を初めて実施することになる

施工者や発注者における具体的な課題・対応策を検討す

る必要がある。本報告では、既存資料整理や情報化施工

を実施した現場担当者及び機器レンタル業者を対象とし

た調査を通して、施工者・発注者が情報化施工を導入す

るにあたっての実務者レベルの課題・問題の把握及びと

りまとめを行い、対応策を検討することととした。検討

の流れを図-4に示す。 

情報化施工普及推進に向けた課題把握

1）試験施工からの課題調査

2）近畿地方の施工者を対象とした意識調査

3）情報化施工工事担当者を対象としたヒアリング調査

情報化施工に関する規程集の整備状況の整理

4）機器・ソフトウェアのレンタル環境の調査

課題のとりまとめ及び対応策検討  

図-4 検討の流れ 

 

（2）情報化施工に関する規程集の整備状況の整理 

情報化施工技術が適用された工事では、従来の施工方

法や品質管理基準等を規定している既存の「河川土工マ

ニュアル」、「道路土工指針」、「土木工事施工管理基

準及び規格値」に代わり、情報化施工技術の特徴を踏ま

えて新たに策定された施工管理要領や監督・検査要領等

の規程集に基づき実施されている。 

現状では各技術の規程集の整備状況にばらつきがある。

TS出来形管理は施工管理要領など関連規定集が整備され

ている。締固め管理では施工管理要領、監督・検査要領

は整備されているが、監督職員に提出義務のある施工デ

ータに関するデータ交換標準は整備されていない。また、

MC/MGでは規程集はなく、従来工事と同様の規程集に基

づき実施されている状況である。 

各情報化施工技術の規程集の策定状況を以下に示す。

規定集
■TSによる出
来形管理

■締固め管理 ■MC/MG

施工管理要領 ○ ○ ×

監督・検査要領 ○ ○ －

データ交換標準 ○ × －

機器・ソフトウェア
等の機能要件

○ × －
 

表 1 各情報化施工技術の規程集の策定状況 
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（3）情報化施工普及推進に向けた課題把握 

1） 試験施工からの課題調査 

情報化施工の普及推進に向けた課題を把握するため、

「情報化施工推進会議」で示された平成22年度に実施さ

れた試験施工の状況・課題等に関するアンケート結果を

整理した。 

整理した主な課題を以下に示す。 

・MC（モータグレーダ）では32社中29社が「アスファ

ルトA」等級、TS出来形管理では河川土工で52社中

43社、道路土工で87社中75社が「一般土木C」等級

であり、各技術で実施している施工者の規模が偏る。 

 

図-5 競争参加視覚等級別のMC（ﾓー ﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ）実施件数3) 

   

 

 

 図-6 競争参加資格等級別のTS出来形管理の実施件数 

（河川土工、道路土工）3) 

 

・施工者の情報化施工機器の調達方法は、TS出来型管

理機器は購入、リースと同数、TSソフトウェアは比

較的購入が多い。その他の機器のほとんどソフトウ

エアはレンタル/リースに依存している。 

  

 

 

 

図-7 施工者の機器・ソフトウェアの調達方法4) 

 

・アンケートにおける施工者・発注者の要望をまとめ

ると、MC/MG、TS出来型管理、締固め管理共に「機

器類の容易な調達環境（台数、価格）」、「現場の

適用条件や判断基準の明確化」、「技術者の育成、

教材の充実」が多い。 

2） 近畿地方の施工者を対象とした意識調査 

情報化施工推進WGでは、平成23年度に情報化施工普及

水推進の一環として近畿地方の施工者を対象とした情報

化施工セミナーを開催した。 

セミナー参加者の９割程度が情報化施工未経験者であ

ったことから、情報化施工の未経験者施工者において情

報化施工に対する不安についてアンケート調査を行い課

題を整理した。 

整理した主な課題を以下に示す。 

・ 施工者は、情報化施工の導入に際して「施工管理

要領、監督検査方法の要領理解」、「導入費用」、

「機器・ソフトウェアの操作習得、技術者育成」

の不安があり、調達、機器操作、施工管理と情報

化施工の全般に不安を感じていることがわかった。 

図-8 情報化施工技術の導入に際しての不安事項 

 

3） 情報化施工工事担当者を対象としたヒアリング調査 

試験施工からの課題及び近畿地方の施工者からの課題

を集約すると、①発注者・施工者双方の技術者を育成、

要領等の理解を促進するための「教材・セミナー等の充

【河川土工】 

【道路土工】 

【機 器】 

【ソフトウェア】 

122, 25%

13, 3%

134, 28%

148, 31%

64, 13%
① 全くわからない

② 施工管理方法、監督検査方法の
要領理解

③ 導入費用

④ 機器・ソフトの操作習得、技術者
育成

⑤ その他

情報化施工に対する不安
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実」、②施工者側での機器等の調達を容易にするための

「機器・ソフトウェアの調達環境（台数、価格）の改

善」が必要であることがわかる。 

上記①の課題を解決に向けて重点的に教材での解説や

セミナー等の実施が必要な具体的な事項を把握するため、

情報化施工工事担当者を対象に情報化施工を実施してい

く中で課題と感じた事項について、施工段階ごとにヒア

リングを行った。上記②の課題に関しては「4）機器・

ソフトウェアのレンタル環境の調査」にて後述する。 

情報化施工工事担当者を対象としたヒアリングは、平

成25年度一般化により導入が多く見込まれるTS出来形管

理技術を中心に調査を行った。 

ヒアリング調査の概要及び結果を以下に示す。 

 【ヒアリング調査概要】 

ヒアリング調査現場① 

（実施時期）平成23年10月 

（現 場）道路土工（盛土施工中心） 

（管 内）和歌山河川国道事務所管内 

（技 術）TS出来形管理 

ヒアリング調査現場② 

（実施時期）平成23年10月 

（現 場）道路土工（切土施工中心） 

（管 内）和歌山河川国道管内  

（技 術）TS出来形管理 

表-2 各施工段階の課題に対する施工者・発注者の意見 

 

 

4） 機器・ソフトウェアのレンタル環境の調査 

「機器・ソフトウェアの調達環境の改善」が情報化施

工施工を普及推進するための主要な課題となっている中、

「1）試験施工からの課題調査」にて整理したとおり、

施工者が機器・ソフトウェアをレンタル調達しているこ

とが多いことから、発注工事件数に対応するレンタル可

能台数の確保が調達環境の改善のために必要となる。 

レンタル環境を把握するため、近畿地方の機器・ソフ

トウェアメーカやレンタル会社を対象としたレンタル環

境の調査を実施した。また、機器・ソフトウェアの調達

環境改善のためのメーカやレンタル会社側からの課題も

合わせて把握した。近畿地方のレンタル環境及びレンタ

ル会社側からの課題を以下に示す。 

・近畿地方でのMC/MG及び締固め管理の機器・ソフト

ウェアのレンタル可能台数は少ない。ただし、TS出

来形管理ではハード・ソフト共に購入調達(自社持

ち)が他の機器と比べて多いこと、また通常使用し

ているTSで機能を満たしているTSであれば利用可能

なため調達可能台数は多い。 

・レンタル会社では発注工事件数が不明のため、現在

のところ保有数量、初期設定等を対応する技術者を

増加する予定はない。 

・レンタル会社では発注工事件数が増加すれば、TSの

台数を新規購入し対応することは可能であるが、技

術者は養成期間が必要である。 

・施工者より3次元設計データの作成を依頼される場

合が多く、データ修正にも対応しなければならない

ため技術者不足の不安がある。 

 

４．課題に対する対応策の検討 

 

「（2）情報化施工に関する規程集の整備状況の整

理」及び「（3）情報化施工の普及推進に向けた課題把

握」にて把握した各技術の要領等の整備状況からの課題、

発注者・施工者の実務上の課題をとりまとめ、各課題の

対応策(案)を検討した。課題のとりまとめ及び対応策検

討では「情報化施工の全体的な課題・対応策（案）」

表-3と「工事における運用上の課題・対応策（案）」

表-4に分類して整理した。 

また、「工事における運用上の課題・対応策（案）」

では、施工段階・工事担当者ごとに示している。 

表-3 情報化施工の全体的な課題・対応策（案） 

 

締固め管理の品質管理データ交
換標準が未策定であるため、施
工の確認、維持管理利用等の発
注者側でのデータの効率的な利
活用が困難である。

品質管理データのデータフォーマットの統
一し、品質管理データを発注者が施工管
理、維持管理に利活用を可能にする。

情報化施工機器が少なく調達が
困難である。

情報化施工の工事の発注スケジュールを
公表することで、施工者の機器調達に時間
的余裕を確保し、間接的には機器レンタル
業者の保有数量の増加に寄与する。

情報化施工機器の調達が高価で
あり、情報化施工に取り組めな
い。

（※今後の新規参入企業の増加による価
格の適正化や各技術の高度化による省コ
スト化に期待する。）

現場条件によって3次元設計デー
タの作業負担が大きく変わる。

試験施工時の課題等から現場条件ごとの
課題と対応をまとめたマニュアル等を作成
する。

現在、詳細設計段階で3次元設
計データが納品されないため、施
工者にデータを提供することがで
きない。

詳細設計段階で3次元設計データを納品す
る場合の課題や詳細設計段階で納品され
たデータを施工段階で使用する場合の課
題を検証し、対応を検討する。

課題 対応策（案）

施工段階 工事担当者 意見

機器が少ない。

機器が高価である。

発注者 －

情報化施工技術への不慣れにより、3次元設
計データの作成に時間を要する。

現場条件によって3次元設計データの作業負
担が大きく変わる。

発注者
詳細設計段階で3次元設計データが納品され
ないため、施工者にデータを提供することがで
きない。

発注者 －

施工者 －

発注者
情報化施工技術への不慣れにより、情報化施
工の各監督・検査事項の実施に時間を要す
る。

施工時や品質・出来形管理時の機器操作の
習得は容易であることから、3次元設計データ
作成ほどの手間は生じない。

施工者

施工者

監督・検査

準備

機器調達

品質・
出来形管理

施工者
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表-4 工事における運用上の課題・対応策（案） 

 

上記の表3、表4の対応策の中から近畿技術事務所で直

ちに実行が可能と考えられる対応策として、事例集によ

り発注者、施工者への情報化施工の理解を促進すること

とした。表-5で「5情報化施工普及推進の事例集の作

成」にて後述する事例集での対応事項を整理した。 

 

表-5 事例集での対応 

 

 

５．情報化施工普及推進の事例集の作成 

 

（1）事例集の作成 

1） 事例集の作成方針 

「3 情報化施工普及推進に向けて課題の把握」及び

「4 課題に対する対応策の検討」を踏まえ、発注者、施

工者が情報化施工を円滑に導入するための手引きとなる

「TS出来形管理」・「締固め管理」・「MC/MG」の事例

集を作成した。 

事例集の作成方針を以下に示す。 

・平成25年度から一般化により導入が多く見込まれる

ことから、TS出来形管理の事例集を普及の中心と位

置づける。 

・発注者・施工者の実務内容のみではなく、情報化施

工導入のメリットや施工者のインセンティブを記載

することで、情報化施工機器への投資や理解を促進

する。（図-9） 

 

 

・ 作業フローの項目と施工要領等との関連性を示す

ことで施工の過程で施工要領等の解説が容易に参

照できるものとし(図-10)、各作業項目では実務

レベルの作業内容を図や写真等を用いてわかりや

すく解説(図-11)する。 

 
 

対応策（案） 事例集での対応

情報化施工技術への不慣
れにより、情報化施工の
各監督・検査事項の実施
に時間を要する。

・情報化施工全体の流れに沿って、要領に
掲載されている事項や実務レベルの監督・
検査内容を図や写真等を用いて解説し、理
解を促進する。

情報化施工技術への不慣
れにより、3次元設計デー
タの作成に時間を要する。

・3次元設計データの作成方法を図等により
詳細に解説し、技術習得を促進する。

・情報化施工技術の購入に際しての税制や
融資制度について記載することで、機器の
調達を支援する。

・情報化施工を導入した場合のメリットを記
載し、効果を理解することで、情報化施工
活用拡大を図る。

情報化施工機器の調達が
高価であり、情報化施工
に取り組めない。

フロー 施工者の
実務内容

監督職員
の実務内容

検査職員の実務
内容

・施工管理3次元デー
タのTSへの搭載
【施P24】
・TSの設置（解説①）
【施1-3-4】
・TSによる出来形計測
（解説②）【施1-3-4】

・出来形計測状況の
立会い確認（1工事に
1回以上）（解説③）
【監道5-5,監河5-5】

・出来形管理帳票の
作成（解説④）
【施1-3-8】

・出来形管理帳票の
確認（解説⑤）
・出来形計測データ
の立会い確認（必要
に応じて）（解説⑥）
【監道5-5,監河5-5】

・出来形計測に係わる書
面検査（解説⑦）【監道6-1,
監河6-1】

・出来形計測に係わる実
地検査（解説⑧）【監道6-2,
監河6-2】

フロー 施工者の
実務内容

監督職員
の実務内容

検査職員の実務
内容

・施工管理3次元デー
タのTSへの搭載
【施P24】
・TSの設置（解説①）
【施1-3-4】
・TSによる出来形計測
（解説②）【施1-3-4】

・出来形計測状況の
立会い確認（1工事に
1回以上）（解説③）
【監道5-5,監河5-5】

・出来形管理帳票の
作成（解説④）
【施1-3-8】

・出来形管理帳票の
確認（解説⑤）
・出来形計測データ
の立会い確認（必要
に応じて）（解説⑥）
【監道5-5,監河5-5】

・出来形計測に係わる書
面検査（解説⑦）【監道6-1,
監河6-1】

・出来形計測に係わる実
地検査（解説⑧）【監道6-2,
監河6-2】

4．出来形管理・検査時の実務内容

トータルステーションによる出来形管理技術

出来形計測

出来形管理
帳票の作成

書面検査

実地検査

要領掲載ページ番号の凡例
施 ： 施工管理データを搭載したトータルステーションによる出来形管理要領（案）
監道 ： トータルステーションを用いた出来形管理の監督検査要領（案）（道路土工編）
監川 ： トータルステーションを用いた出来形管理の監督検査要領（案）（河川土工編）

要領掲載ページ番号の凡例
施 ： 施工管理データを搭載したトータルステーションによる出来形管理要領（案）
監道 ： トータルステーションを用いた出来形管理の監督検査要領（案）（道路土工編）
監川 ： トータルステーションを用いた出来形管理の監督検査要領（案）（河川土工編）

図-9 導入メリットの解説(例) 

図-10 作業フローと要領の関連を容易に参照(例)

施工者による出来形計測、監督職員による立会い確認の効率化・簡素化

トータルステーションによる出来形管理技術

現状
・計測、出来形確認に多人数の労力、
時間を要する。
・移動により法面を崩す恐れがある。
・監督職員の立会い確認時にも同様の
労力、時間を要する。

メリット
・器械設置回数、移動の減少、現場での出
来形確認により、労力・時間が減少する。
・移動による法面の崩壊を防止できる。
・監督職員の立会い確認時にも同様に労
力・時間が減少する。

計測者の移動が
省略

出来形管理用TS画面 計測データの野帳
への記載（手書き）
が省略

【従来手法】【従来手法】

【TSによる出来形管理】【TSによる出来形管理】

幅員計測箇所
法長計測箇所

高さ計測点

3次元座標値計測点

計測順

従来の出来形計測作業イメージ

TSによる出来形計測作業イメージ

高さ12点、長さ6箇所を管理断面を
移動しながら計測

1度の器械据え付けで、15点を計
測（ミラー設置者のみ計測順に沿っ
て移動）

計測結果を野帳へ記載（手書き）

幅員や高さの出来形
計測値の算出と同時
に設計値との差分も
自動算出

長さを巻尺計測

出来形計測箇所の3次元座
標を巻尺・レベル計測

高さをレベル計測

TSによる出来形管理技術のメリット １/５

施工段階 担当者 課題 対応策（案）

・事例集により3次元設計データ
の作成方法を周知する

・データ作成に関するセミナーを
充実させ、施工者にて作成が可
能となるようにする。

発注者 － －

発注者 － －

施工者 － －

・事例集により監督・検査内容を
周知する。

・監督・検査に関するセミナーを
充実させ、発注者の理解を促進
する。

品質・
出来形管理

－

情報化施工技術へ
の不慣れにより、3次
元設計データの作成
に時間を要する。

情報化施工技術へ
の不慣れにより、情
報化施工の各監督・
検査事項の実施に
時間を要する。

監督・検査

準備

施工者

施工者

発注者

－
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・TS出来形管理の「3次元設計データの作成」(図-12)

に関しては、未経験者が利用すること、データ作成

方法の理解が困難との意見が多いこと、データ作成

方法が標準化されていることから作成方法がわかり

やすく理解できるように詳細に解説した。 

 

 

 

2） 事例集の構成 

事例集の構成を表-6に示す。 

表-6 事例集の構成 

 

 

（2）事例集の修正 

事例集（素案）により、現場説明会を実施し、発注

者・施工者からの事例集の記載内容に対する意見を収集、

意見を基に事例集を修正した。主な修正点は以下のとお

りである 

・ 事例集(素案)は施工要領等で特にわかりにくい事

項の補足説明を図や写真等を用いて解説するもの

としていたが、事例集で全体の流れから各項目ま

でのすべてを理解したいとの意見があり、施工要

領等の全体にわたり解説を記載することとした。 

 

６．まとめ 

 情報化施工はコスト縮減、品質確保、熟練者の減少対

策に対して非常に有効な施工方法である。今回、H25一

般化、早期実用化技術における情報化施工の現場導入支

援を目的として事例集を作成した。今後は作成した事例

集を利用して講習会等により説明を行い、さらにわかり

やすい事例集にブラシアップを行いながら情報化施工普

及推進を図るものである。 
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ついて」,2010 
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3) 国土交通省：情報化施工推進会議 第8回【資料5】,2011 

4) 国土交通省：情報化施工推進会議 第9回【資料1】,2012 

 

 

 

距離制限等に留意し、基本設計データに登録されている基準点にTSを設置する。

TSの設置時の留意点

解説①：TSの設置【施工者】 1/2
～4．出来形管理・検査時の実務内容～

トータルステーションによる出来形管理技術

TSによる出来形管理では、次の斜距離が3級TSを用いる場合で100m、2級TSを用いる場合
で150mまで認められている。
（1）TSの設置位置から出来形計測点までの距離
（2）TSの設置位置から工事基準点までの距離

TS、ミラー設置時の留意点

水平に接地

提出された工事基準点と同一

器械高及びミラー高を正しく入力

工 事 基 準
点

100m以内
（3級TSの場合）

100m以内
（3級TSの場合）
100m以内
（3級TSの場合）

100m以
内

10
0m
以
内

ポールが鉛直で計測
箇所に接地

工事基準点

・出来形管理用TSソフトウェアによっては、距離制限100m以上での測定が不可能なものがある。
2級TSを使用する場合は、距離制限150m以内での利用が可能かどうかをソフトウェアメーカに確
認する必要がある。

・出来形管理用TSソフトウェアによっては、距離制限100m以上での測定が不可能なものがある。
2級TSを使用する場合は、距離制限150m以内での利用が可能かどうかをソフトウェアメーカに確
認する必要がある。

2級TSを用いる場合の距離の設定について留意点

平面線形入力（測点座標、曲線要素）

線形計算書や平面図を参照し、平面線形要素を入力する。

1

平面線形入力イメージ

トータルステーションによる出来形管理技術

解説①：基本設計データの作成【施工者】 4/6
～３．基本設計データ作成時の実務内容～

線形計算書サンプル

平面線形要素入力後画面（サンプル）

目視確認

高さを持たない平坦な平面
線形が構築される。

BP

EP

測点1
測点2 

測点3

測点4

BP

EP

測点1
測点2 

測点3

測点4

入力項目イメージ

線形計算書からの入力項目
①直線要素の終端座標（X,Y）、要素長L
測点1：X座標,Y座標、L1○○○m
EP：X座標,Y座標、L5○○○m

②クロソイド要素の終端座標（X ,Y）、終端半径R、クロソイドパ
ラメータA、要素長L
測点2：X座標,Y座標、R○○○、A1○○○、L2○○○m
測点4：X座標,Y座標、R○○○、A2○○○、L4○○○m

③円曲線要素の終端座標（X ,Y）、半径R、要素長L
測点3：X座標,Y座標、R○○○、L3○○○m

BP

EP

測点1

測点2

測点3

測点4
円曲線 L3

IP座標 EP座標

直線 L5緩和曲線 L4
（クロソイド）

緩和曲線 L2
（クロソイド）

直線 L1
BP座標平面線形

R

R

BP

EP

測点1

測点2

測点3

測点4
円曲線 L3

IP座標 EP座標

直線 L5緩和曲線 L4
（クロソイド）

緩和曲線 L2
（クロソイド）

直線 L1
BP座標平面線形

R

R

クロソイド曲線を表す式：
ＲＬ＝Ａ2

（R=終端半径、L=要素長、
A=クロソイドパラメータ）

線形計算書の記載内容イメージ

入力画面サンプル

入力

入力

表示

線形
要素

終端X
座標

終端Y
座標 半径R

クロソイド
パラメータ 要素長L

内容

情報化施工技術の
動向

・国土交通省における情報化施工施策
の施行状況

・各情報化施行技術の説明

・準拠する要領・基準等、適用工種

・各情報化施工技術のメリット

各情報化施工技術
の主要パート

・各情報化施工を適切に実施するための
主要な実施内容

各情報化施工技術
の流れ

・各情報化施工技術の全体フロー

・全体フローに沿った各段階の実務内容

　※各技術によって実施内容は異なる。

　－機器調達段階
　－準備段階
　－施工、品質・出来形管理段階
　－監督・検査段階

よくある質問等 ・よくある質問の回答

用語集
・事例集にて使用している情報化施工に
関する用語の解説

資料編　

目次項目

各情報化施工技術
の概要

実務内容

実務編

基礎編

図-11 作業内容を図により解説(例) 

図-12 3次元データの作成方法(例) 
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